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1．はじめに
　本調査・研究は、鶴見大学文学部において英語科の教員免許状取得に
必修の教職科目（教育課程および指導法における科目）の一つ、「英語
科教育法Ⅱ」を履修した学生を対象に 2 学年分、約 3 年間に亘り実施
したものである。平成 26 年度 3 年次～平成 27 年度 4 年次の 9 名、平
成 27 年度 3 年次～平成 28 年度 4 年次の 4 名を各 1 年半ずつ追い、彼ら
の自己省察の結果をまとめた。これら計 13 名の教職課程履修生は、前
年度に 2 年次必修の教職科目「英語科教育法Ⅰ」を通年科目として履修
済みであり、基礎知識と模擬授業などの実践を経験した上で、この「英
語科教育法Ⅱ」を 1 年間かけて履修した。そして、4 年次の前期におい
て、中学校あるいは高等学校で 3 週間の教育実習に参加した。本調査で
は、「英語科教育法Ⅱ」の開始時期より教育実習後までの約 1 年半の間
に、Can Do形式による自己省察を4回実施した。使用した自己省察用ツー
ルは『言語教師のポートフォリオ（Japanese portfolio for student teachers 
of languages: J-POSTL）』 3 分冊のうち、【英語教職課程編】（JACET 教育
問題研究会（編），2014）の旧版である。
2．背景
2.1　省察について
　近年、教員養成の分野においては、理論と経験を照らし合わせるこ
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とによって、各個人の理論を構築していくという過程を重視した「省
察」が取り入れられるようになってきている（JACET 教育問題研究会，
2012）。具体的には、自身が計画して実行した授業を批判的に振り返る
ことによって、教えるということをより深く理解し、授業を改善し、教
師として成長するということである（米山，2011）。学校現場においては、
現職教師同士の協働的な内省や省察も多く実施されているが、大学の授
業などにおいては、相互評価も使用しつつ、個人による省察としてポー
トフォリオを使用することも有効であると考えられる。これは、ポート
フォリオを通して、自己の理論と実践を見直し、客観的・多角的に分析
したり整理したりできるからであるという（JACET 教育問題研究会）。
2.2　欧州評議会の言語政策および EPOSTL
　本調査で使用した「言語教師のポートフォリオ（J-POSTL）」は、ヨー
ロッパで使用されている「ヨーロッパ言語教育履修生ポートフォリオ
（European portfolio for student teachers of languages: EPOSTL）」（Newby, 
Allan, Fenner, Jones, Komorowska, & Soghikyan, 2007）を日本の英語教育
の文脈において翻案したものである。まず、EPOSTL の成り立ちについ
て以下に述べる。
　欧州評議会（Council of Europe）では、複言語主義（plurilingualism）・
複文化主義（pluriculturalism）に基づいた言語政策を行っているが、こ
れは、欧州という複数の異なる言語環境の中で、各個人が複数の言語
能力を持ち、複数の文化的体験をし、それらが相互に関連し合い統合
された能力となって機能することが求められるからである（Council of 
Europe, 2001）。これらの観点から、欧州評議会では、直接あるいは認定
する形で、40 年以上にわたる様々な言語研究を基に、理論に基づいた
言語教授と学習に関する以下のような文書や書籍を公式に発刊してい
る。
　1 つ目は、21 世紀の言語教育に対して非常に大きな影響を及ぼした、
言語全体に関する枠組みの「欧州言語共通参照枠（Common European 
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framework of reference for languages: Learning, teaching, assessment: 
CEFR）」（Council of Europe, 2001）である。CEFR においては、言語学
習者の言語習得目標・言語教授・カリキュラム・教科書作成等に関わる
情報が記述されているが、その中で、言語学習者・言語使用者の能力を、
Can Do 記述文（「～ができる」という表現を用いた能力記述文）によって、
基礎段階の言語使用者 A1・A2、自立した言語使用者 B1・B2、熟達し
た言語使用者 C1・ C2 の 6 レベルに分けている。CEFR の学習者中心
（learner-centered）の考え方は日本の言語教育政策にも影響を及ぼし、文
部科学省は中学校・高等学校に対し、各校の実情に合わせた「CAN DO
リスト」（「～ができる」という表現を用いた枠組み）を作成するように
要請しており、次期学習指導要領では必須となる予定である。CEFR に
おいては、また、学習者自律（learner autonomy）を重視しており、「学
ぶことを学ぶ」（learning to learn）ことによる生涯学習を目指している。
この CEFR が基本となり、ここでの Can Do 記述文および研究から得ら
れた知見が、後述の EPOSTL の自己評価リスト項目に取り入れられる
ことになる。
　この自律能力を育成するためのツールとして開発されたのが、2003
年に欧州評議会から出版された 2 つ目の文書、「ヨーロッパ言語ポート
フォリオ（European language portfolio: ELP)」(Little & Simpson, 2003) で
ある。ELP は、CEFR の記述を個人の言語学習者が生涯にわたり記録で
きるようにしたポートフォリオで、言語能力の確認・言語学習記録・学
習成果を保管する「ドシエ」からなり、様々な国や機関により数多くの
ELP が開発され、それを欧州評議会が認定するという方法を取っている。
ELP は学習者の自律能力育成のために 3 つの教育的原則、「学習者の参
加（learner involvement）」、「学習者の省察（learner reflection）」、「適切な
目標言語の使用（appropriate target language use）」を取っているが、この
考え方は EPOSTL にも取り入れられている。
　3つ目は、「ヨーロッパ言語教師教育プロファイル―参照枠―（European 
profile for language teacher education: A frame of reference）」（Kelly & 
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Grenfell, 2004）で、将来の言語教師が有すべき能力および技術について
のリストや必要とされる知識を概観したもので、カリキュラム開発者や
教師を教育する教員や機関向けである。
　4 つ目が、本調査に密接に関連している EPOSTL である。EPOSTL
は、上述 3 つ目のプロファイル同様、言語教師用の枠組みではあるが、
EPOSTL は教師教育者のみならず、教職課程履修生や初任を含む現職教
員を対象としている点が異なっている。その目的は、教職課程履修生や
現職教員の持つ教授に関する知識および技術への省察を促すことである
（Newby, 2007）。この EPOSTL は個人履歴・Can Do 記述文による自己評
価・実践記録の 3 セクションから構成されているが、ここに載せられ
ている Can Do 記述文の数は、言語教師が達成すべき専門能力を念頭に
おいた 195 である。J-POSTL の冒頭には、EPOSTL の優れた点として、
「行動志向の言語観（action-oriented view of language）」および「生涯学
習（life-long learning）」の 2 つが挙げられている。「行動志向の言語観」
とは、人同士のインタラクションを中心としたコミュニカティブな言語
教育（communicative language teaching：CLT）が理想的な教授法である
という考えで、「生涯学習」は長期的目標と内的動機付けをもち、学び
方を身に付ける（learning to learn）ことを目標としている。EPOSTL は
言語教育のあらゆる知見を集約して 2007 年に発表されて以降、欧州を
中心に 14 の言語に翻訳され、世界の様々な地域・場面において教職課
程および現職教員の研修に使用されており、教員養成のためのスタン
ダードであるといえる。このような背景を鑑み、日本版 EPOSTL とし
て J-POSTL が開発されることになる。
2.3　EPOSTL から J-POSTL へ
　EPOSTL の理論的枠組みを基本的に踏襲し、大学英語教育学会
（JACET）教育問題研究会が、日本における英語教師教職課程の文脈に
置き換えたものが「言語教師のポートフォリオ：J-POSTL」である。こ
れは、EPOSTL 同様、【英語教師教育全編】【英語教職課程編】【現職英
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語教師編】の 3 分冊に分かれている。本調査で使用したのは、英語教職
課程を履修している学生用としての【英語教職課程編】のみである。以下、
本論文においては、J-POSTLの【英語教職課程編】を J-POSTLと表記する。
　J-POSTL の冒頭には、以下のように述べられている。「足掛け 5 年間
の調査の結果、EPOSTL のほとんどの自己評価記述文は日本の教育環境
で受容可能であることが判りました。日本とヨーロッパは教育的文脈が
異なるとはいえ、言語教育の本質と方向性は大きく異なってはいません」
（JACET 教育問題研究会（編）， 2014, p. 1）。つまり、「言語教育」という
観点から言えば、ヨーロッパで使用されている自己評価記述文を、日本
の教育に合わせて文脈化すれば問題なく使用できるであろう、と考えた
ということである。J-POSTL は EPOSTL の構成を踏襲し、その利用目
的は、「英語授業力の構成要素を明らかにする、英語授業力を支える知識・
技術を振り返ることを促す、履修生の議論を促す、履修生同士の自己評
価を促す、成長を記録する手段を提供する」（pp. 1-2）ことである。
　J-POSTL は EPOSTL 同様、以下の 3 つのセクションから成っている。
セクション 1 ― 自分自身について：それまでの英語学習経験、教職
課程や教育実習に対する期待や不安、英語教師とし
て大切な資質能力を書く部分、
セクション 2 ― Can Do 形式による授業力自己評価記述文：記述文
を読み、自己の教職課程での学習や実習での教育実
践を振り返る部分、
セクション 3 ― 学習・実践記録（ドシエ）：①学習・実践の記録、
②継続的な学習・実践の記録。
3．先行研究
3.1　EPOSTL に関する研究
　EPOSTL については、その有用性について、以下のような研究が行わ
れている。Ingvarsdóttir (2011) は、大学院の教員養成課程に在籍する学
生を対象に EPOSTL の自己評価について考察した。その結果、学生は
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自己の学びについて認識し、自分自身の伸びをモニターしながら、焦点
を絞って省察を行うことができていたという。また、Bargarić (2011) は、
大学院の教員養成課程に在籍する学生に対して 1 年半に亘って EPOSTL
を使用し、その有効性について検討した。その結果、学生は自己評価に
よる省察を経て、自分自身の強みと弱みを認識すると同時に、知識と実
践的技能の関係性について理解を深めたと報告している。
3.2　J-POSTL に関する研究
　EPOSTL を J-POSTL に翻案化するにあたり、いくつかの研究が行わ
れている。正式版が 2014 年に刊行されるまでに、第 1 期（高木・中山，
2012）および第 2 期（中山・山口・高木，2013）の経年調査が行われた。
その調査報告によると、自己評価記述文を分析した結果、第 1 期で 6 割
以上、第 2 期で 5 割の学生が英語教師に求められる専門的な能力を理解
していたという。また、ポートフォリオを活用することで、第 1 期では
8 割以上、第 2 期では約 7 割の学生が自分自身を省察できたと回答して
いたと報告されている。一方で、ポートフォリオの活用を履修生各自に
任せてしまうと十分に活用することは難しく、指導教員の適切な指導が
必要であるという報告もなされている。
　高木（2015）は、私立大学の英語科教職課程の履修生を対象として通
年授業の最初と最後の 2 回、J-POSTL を利用した省察を行った。この省
察により、高木は、履修生が「資質能力の向上や成長、自己評価記述文
についてのより深い理解、英語教育全般の知識の増加を実感している」
（p.71）と報告している。この研究が鶴見大学の教育環境に最も近い研
究であると思われる。
　それ以外の J-POSTL に関する研究では、小学校教員志望者を対象と
した小学校英語教育実習に関するものがある（米田，2015）。米田は、ポー
トフォリオの有効性を述べた上で、履修生からその分量の多さで不評で
あったり、教員として十分に活用できなかったりしたことを報告してい
る。その上で、履修生の学びと結びつく項目に絞る必要性について述べ
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ている。
　J-POSTL は開発されてから日が浅いこともあり、【英語教職課程編】
を使用した具体的活用例や指導効果についての研究が少ないという
（高木，2015）。そこで、鶴見大学の英語教職課程という文脈において
J-POSTL を使用した際の効果や学生の変遷をみるため、本調査を実施し
た。
4．本調査・研究の目的
　鶴見大学の英語教職課程を履修している学生が、「英語科教育法Ⅱ」
において、理論面の学修をする中で、部分的な授業（以下、マイクロ・
ティーチング）や模擬授業とそれに対する自己評価・相互評価を繰り返
す中で、また、教育実習という実践の場における経験を積んでいく中で、
時間の経過と共に、何を学び何ができるようになったのかについての変
化を J-POSTL を通じて調査する。その結果を分析することにより、学
生の成長の様子を知るとともに、教職課程担当者として、課題をみつけ、
より良い授業内容の構築を目指すことを目的とする。
5．調査・研究手順
　J-POSTL【英語教職課程編】は、2.3 で述べた通り 3 セクションから
構成されているが、本研究においては、セクション１の「自分自身につ
いて」、およびセクション 2 の「自己評価記述文」に対する自己評価結
果を中心に分析を実施した。
　セクション 1 の「自分自身について」は、1) 過去の英語学習経験、2)
教職課程に対する期待、3) 教育実習に臨む前の期待と不安の 3 パート
から構成されているが、ここには教育実習後のコメントを書く欄がな
い。そのため、本調査に参加した履修生には、上記 1) ～ 3) のみならず、
｢ 教育実習を終えて」および「J-POSTL について」のコメントも書いて
もらい、項目立てをしてまとめた。
　次に、セクション 2 の「自己評価記述文」に関して述べる。2014 年
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刊行の現 J-POSTL の【英語教職課程編】においては全 96 項目の自己評
価記述文があり、そのうち初任教師用（既に教員になっている初任者用
で、【現職英語教師編】にも同じ記述文が載っている）の記述文が 31 項
目含まれていることから、英語教職課程履修生用は 65 項目となってい
る。しかしながら、本調査・研究においては、現行の J-POSTL になる
前の、2013 年度よりウェブ上で公開されていた自己評価記述文 100 項
目を使用した。これは、「英語科教育法Ⅱ」においては 2013 年度より
J-POSTL の旧版を継続使用しているためで、当学科における英語教職履
修生の自己省察の経年変化を追うためである。旧版でも現行版でも記述
文は概ね同様であるが、現行版で削除されている 5 項目については、本
調査の分析項目からも削除した。また、初任教師用の記述文についても
教育実習において実施しない内容が含まれているため削除した。分野・
項目については後述し、記述文は付録に掲載した。
　履修生がこの J-POSTL を初めて利用開始したのは、それぞれの 3 年
次における「英語科教育法Ⅱ」の授業開始時である。当授業においては、
前期開始後ひと月ほどは理論のみを学修し、その後、後期の中ほどまで
は各授業の前半は理論、後半はグループに分かれマイクロ・ティーチン
グを継続的に実施した。従って、J-POSTL の 2 回目の省察は、ある程度
の理論とマイクロ・ティーチングの経験を基に実施されている。授業の
後期中盤からは、クラス全体を中高生に見立てて指導案を書いた上で模
擬授業を行った。全てのマイクロ・ティーチングと模擬授業においては、
授業後に口頭での振り返りを行った上で、相互評価用紙を使用して自身
あるいは模擬授業者に対する評価およびコメントを書き、翌週には、自
分の授業に対し他履修生の書いた相互評価用紙を読み、更なる振り返り
を行った。3 回目の省察は、後期授業終了時の翌年 1 月で、「英語科教
育法Ⅱ」で必要とされる理論と実践を全て終了した時点でのものとなる。
そして、翌年度となった 5 月から 7 月にかけて、4 年次となった学生が
教育実習に参加した。終了後は「英語科教育法 II」の授業がないため、
個別にポートフォリオでの最終の第 4 回目の自己評価と感想を書いても
－ 9－
『言語教師のポートフォリオ（J-POSTL）』による自己省察
らうという形態を取った。
　自己評価記述文の概要は以下のようである（全記述文は付録参照）。
全体は 7 つの大分野に分かれており、それぞれの大分野の下にはいくつ
かの小分野がある。小分野のタイトル後の括弧内数字はそれぞれの小分
野内における記述文（項目）数である。また、下線のついている 2 つ目
の数字は、旧版にはあったものの現行版で初任教師用項目となったもの
であることから、履修生は回答しているものの集計からは除外したもの
で、その総数は 31 項目である。また、「V 授業実践」における 3 つ目の
丸数字は、現行版にのみ存在する記述文であることから、本調査には含
まれていないものを指している。その結果、本調査項目数は「96 － 31
－ 2」で全 63 項目となった。
Ⅰ教育環境　A 教育課程 (1)，B 目標とニーズ (5)，C 言語教師の役割
(8)，D 組織の設備と制約 (1)
Ⅱ教授法　　A スピーキング活動 (2, 4)，B ライティング活動 (1, 5)，
C リスニング活動 (3, 2)，D リーディング活動 (4, 3)，
	 E 文法 (3)，F 語彙 (1, 2)，G 文化 (1)
Ⅲ教授資料の入手先 (6, 1)
Ⅳ授業計画  A 学習目標の設定 (5)，B 授業内容 (8)，C 授業展開 (3, 1)
Ⅴ授業実践　A レッスン・プランの使用 (3, 1, ① )，B 内容 (1)，C 学
生とのインタラクション (2, 2, ① )，D 授業運営 (2)，
	 E 教室での言語 (2)
Ⅵ自立学習　A 学習者の自律 (0, 2)，B 宿題 (0, 3)
Ⅶ評価　　　A 測定法の考案 (0, 2)，B 評価 (0, 2)，D 言語運用 (0, 1)，
E 国際理解 (1)，F 誤答分析 (1)　（C は、【現職英語教師編】
のみ）
　履修生は、各記述文に対して自らの到達度に対する意識を、図 1 のよ
うな矢印ブロックを使用し、5 段階（5―できる、4―まあまあできる、
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3―どちらともいえない、2―あまりよくできない、1―できない）で評
価した。複数回使用することから、J-POSTL（JACET教育問題研究会（編），
2014，p. 6）に従い、日付により色を変えたり、マークする方法を変え
たりして記録した。また、学習や経験をしていない項目は無理に回答し
なくてもよいという指示がある（p. 5）ことから、履修生にもその旨伝
えたが、1 名を除きほとんどが自己評価を行っていた。
図 1　自己評価記述文に対する回答用矢印ブロック（J-POSTL, 2014, p. 6）
6．結果および考察
6.1　J-POSTL 自己評価平均点およびその推移
　表 1 は、J-POSTL のセクション 2、自己評価記述文に対する自己評価
の平均点を分野ごとに集計したものである。初任教師用を除いた 63 項
目全体の平均点は、5 点法評価で第 1 回目が 1.99、第 2 回目が 2.46、第
3 回目が 3.11、第 4 回目が 3.66 であった。
表 1　J-POSTL の自己評価記述文に対する自己評価平均点（N=13）
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1回目 3.19 2.41 2.28 1.46 1.88 1.77 1.85 2.00 1.87 1.92 2.08 1.80 1.96 1.92 1.87 1.95 1.85 1.69 2.21 2.20 1.77 1.88 1.99
2回目 3.25 3.02 2.78 1.83 2.29 2.17 2.28 2.60 2.35 2.58 2.71 2.37 2.42 2.35 2.66 2.16 2.23 2.13 3.00 2.68 2.23 2.12 2.46
3回目 4.00 3.65 3.28 2.33 2.85 2.92 2.94 3.23 2.94 3.15 3.38 2.97 2.94 3.09 3.29 2.89 3.04 2.81 3.58 3.12 3.23 2.77 3.11
4回目 4.23 3.95 3.91 3.69 3.58 3.23 3.41 3.73 3.46 3.62 4.00 3.43 3.57 3.70 3.95 3.49 3.69 3.38 4.08 3.96 3.38 3.15 3.66
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Ⅳ 授業計画 V 授業実践 Ⅶ 評価
6.1.1　自己評価平均点が低い項目
　まず、自己評価平均点が低いものについて述べる。最も初期値が低い
のは、「Ⅰ教育環境」の「D 組織の設備と制約」の 1.46 である。この D は、
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『言語教師のポートフォリオ（J-POSTL）』による自己省察
「実習校における設備や教育機器を、授業などで状況に応じて利用でき
る」度合いを尋ねる記述文 1 つのみから成っている。教育法の授業にお
いて様々な教育機器や PC 等は使用しているものの、翌年度に行くであ
ろう「実習校」にどのような設備があり、どのような制約があるのかに
ついては、履修生にとって想像の域を出ず、従って大変低い自己評価点
となっているのであろう。第 2 回目、第 3 回目も同様の理由からか全項
目中最低点であるが、教育実習後の第 4回目は 3.69と大きく伸びている。
これは、実際に実習校に行くことによって状況を把握し、機器を使用す
ることができたからであろうと推測できる。J-POSTL には、このように、
「英語科教育法Ⅱ」の履修中における自己評価が困難な項目も混在して
いることから、学生の状況を鑑みて、実施回毎に、教員側が評価項目を
拾捨選択する必要があると思われる。この項目の他には、第 1 回目の平
均点が平均値の 1.99 より大きく（0.50 以上）下回った項目はなかったが、
平均値の 1.99 を下回ったものが 15 項目と、上回った 7 項目の 2 倍を超
えた。もし、J-POSTL を「英語科教育法 I」においても使用していれば、
異なる結果が出た可能性もあるだろう。
　次に、第 2 回目の自己評価において平均値 2.46 より 0.50 以上下回っ
ていたのは、前述の「I 教育環境」の「D 組織の設備と制約」の 1.83 の
みであった。平均点の 2.46 を下回っていたのは、「Ⅱ教授法」では「A 
スピーキング活動」、「B ライティング活動」、「C リスニング活動」、「E 
文法」であった。4 技能のうち、「D リーディング」を除き、履修生の
教授法に対する自信のなさを表していると思われる。「V授業実践」では、
「A レッスン・プランの使用」、「B 内容」、「C 生徒とのインタラクション」
が低めであった。これら「授業実践」に関して言えば、「英語科教育法
II」の授業内で模擬授業等を繰り返して実践しているものの、教育現場
の生徒と向き合わない限り、実際に行えるかどうかは分からない。この
ような理由から、平均点が低いのではないかと推察する。しかしながら、
学生同士であっても、これらの課題の達成を目指して活動させることが、
担当教員としては必要なことであろう。例えば、優れた授業を収めたビ
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デオの視聴や生徒の注意が向くような授業の工夫などである。なお、第
3 回目の結果は、第 2 回目と同様の傾向を示していた。
　ここで、「VII 評価」について述べる。現行版においては「評価」の
多くが初任者教員用として本分析からは削除されているが、現行版でも
残っている「E 国際理解」、「F 誤答分析」の平均点が低かった。「国際理解」
に関しては、「相違への生徒の気づきを評価」する部分の難易度が高い
と考えられる。しかしながら、観点別評価規準にも「言語や文化につい
ての知識・理解」が入っていることを考えると、異なる文化の提示の仕
方とともに、評価の方法についても授業で取り上げる必要があると思わ
れる。
　教育実習後の第 4 回目になっても平均点が低めの項目は、ほぼ上述の
項目と同様であることから、教育実習を経験しても苦手意識は克服でき
なかったと思われる。特に「II 教授法」における「B ライティング活動」、「C 
リスニング活動」が低めであるのは、履修生自身が中高生であった際の
経験不足が影響している可能性があることから、マイクロ・ティーチン
グにおいて力を入れる必要があると考える。また、「V 授業実践」にお
ける「A レッスン・プランの使用」については、実習後は平均点との乖
離が少なくなっているが、「C 生徒とのインタラクション」はあまり伸
びがみられなかった。実習中の教室における生徒の扱いに不安を残した
ままであるのではないかと推測される。
6.1.2　自己評価平均点が高い項目
　次に平均点が高い項目について述べる。第 1 回目において群を抜いて
高いのが、「I 教育環境」の「A 教育課程」の 3.19 である。他に第 1 回
目に 3.0 を超えるような高得点項目はなかった。この IA は、「学習指導
要領に記述された内容を理解できる」という 1 文からなっている。学生
は、前年度に「英語科教育法 I」を修得しており、学習指導要領につい
ても学習していることから初期値が高いのであろう。しかしながら、第
2 回目の自己評価の際は、ほとんど伸びがみられず、3.25 と、わずか 0.06
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上がったのみであった。これは、「英語科教育法 II」前期授業の中で、
学習指導要領について再度学び、採用試験で求められる理解度を認識し、
自分が思っていたほど理解していないのではないかと気づいた可能性も
考えられる。それでも、第 4 回まで少しずつ伸びがみられ、最終では 4.23
と全項目の中でも最も高い平均点を示した。第 1 回目に全体平均の 1.99
をある程度超えた数値を示していた他の項目は、「I 教育環境」では、「B 
目標とニーズ」、「C 語学教師の役割」、「V 授業実践」での「D 授業運営」
と「E 教室での言語」であった。第 2 回目もほぼ第 1 回目と同様の内容
であったが、「IV 授業計画」の「C 授業展開」が第 1 回目の全体平均点
以下から点数を伸ばしたのは、マイクロ・ティーチングの経験を重ねた
ことによるのかもしれない。
　1 年間の「英語科教育法 II」の授業が終了した時点での第 3 回目の結
果をみてみると、全体平均値の 3.11 を大きく超えていたのが、前出の「I
教育環境」の「A 教育課程」と「B 目標とニーズ」、「V 授業実践」の「D 
授業運営」で、いずれも 3.50 を超えていた。I の「B 目標とニーズ」は、「学
習指導要領と生徒のニーズに基づいて到達目標を考慮できる」「生徒が
外国語を学習する動機を考慮できる」などの文言が並び、元中学校教員
であった筆者にとっても決して容易な課題であるとは思えないが、なぜ
学生の自己評価が高いのかについては明確な理由が見当たらなかった。
　最後に第 4 回目、教育実習終了後の最終自己評価をみてみたい。平均
点が 4.00 を超えたのは、上述の「I 教育環境」の「A 教育課程」、「II 教授法」
の「G 文化」、「V 授業実践」の「D 授業運営」であった。他に、全体平
均点の 3.66 を超えたのが、「I 教育環境」の「B 目標とニーズ」、「C 語
学教師の役割」および「D 組織の設備と制約」、「II 教授法」の「D リーディ
ング」、「IV 授業計画」の「B 授業内容」と「C 授業展開」、「V 授業実践」
の「B 内容」と「E 教室での言語」であった。いずれも、教育実習を経
験することによって自信を深めていった項目であると推測される。
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6.2　J-POSTL 自己評価平均点の増加率
　表 2 は J-POSTL の自己評価記述文に対する自己評価平均点の増加率
を分野ごとに集計したものである。表中、最初の数値の行は第 1 回目か
ら 2 回目の増加率（全体平均点で 1.25 倍）、2 行目は 2 回目から 3 回目
の増加率（同 1.24 倍）、3 行目は 3 回目から最終 4 回目の増加率（同 1.18
倍）であり、太字で書かれている最後の行は、第 1 回目と最終回 4 回目
の増加率（全体での増加率：同 1.83 倍）を示している。全体では 2 倍
弱の増加率であり、確実に自己評価点が上昇しているが、回毎にみてみ
ると、回を追う毎に増加率は減少している。筆者の予想に反し、実習後
の増加率が最も低い結果となったが、5 点法であることによる天井効果
である可能性も考えられる。
　項目別・回毎・全体の増加率をみてみると、最も低いのは「I 教育環境」
の「A 教育課程」で、第 1 回目から 2 回目が 1.02 倍、第 2 回目から 3
回目が 1.23 倍、第 3 回目から 4 回目が 1.06 倍で、全体でも僅か 1.33 倍
であった。これは前項 6.1 で述べたように、初期値が高かったため、そ
れ以上の伸びしろがなかったためではないかと推測される。次に増加率
が低かったのは、「I 教育環境」の「B 目標とニーズ」（同 1.27、1.21、1.08、
全体で 1.67 倍）、および「VII 評価」の「F 誤答分析」（同 1.12、1.31、1.14、
全体で 1.67 倍）であった。前者は、「I 教育環境」の「A 教育課程」同様、
平均点が高かったことによる天井効果が出たと思われる。他方、後者の
「学習者の誤りを分析し、建設的にフィードバックできる」に関しては、
表 2　J-POSTL の自己評価記述文に対する自己評価増加率（N=13） 
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学生にとっては自分が正しく発話することに精一杯で、なかなか生徒の
誤答を分析しフィードバックするだけの余裕がないためではないかと思
われる。誤りに気付くことのできる英語力を付けられるようにすること、
およびフィードバックの方法についての教授（明示的か非明示的か、即
時的か否か ､等）を教員側の課題としたい。
　一方、項目別・回毎・全体の増加率が最も高かったのは、「I 教育環境」
の「D 組織の設備と制約」（同、1.25、1.27、1.58、全体で 2.53 倍）であ
る。前項 6.1 で述べたように、この項目は、平均点の初期値が最も低かっ
た。予想通り、実習前と実習後では全体平均が 1.18 倍であるのに対し、
この項目では 1.58 倍、第 1 回目と実習後では 2.53 倍となっている。や
はり、実際に実習校に行くことにより解決された課題であることが、こ
の結果からみてとれる。他にこれほどの増加率を示している項目はない
ものの、全体の増加率が次点であった項目として、「IV 授業計画」の「C 
授業展開」（同 1.42、1.25、1.20、全体で 2.13 倍）がある。この項目は
第 1 回目から第 2 回目までの増加率が最も高いのであるが、これは、「英
語科教育法 II」の授業の中で、毎回マイクロ・ティーチングを実施して
いたことから、授業展開の方法がだいぶ理解できたと自己評価したので
はないかと考えられる。他に全体の増加率が2.00倍を超えた項目として、
「V 授業実践」の「B 内容」（同 1.21、1.36、1.22、全体で 2.00 倍）と同「C 
生徒とのインタラクション」（同 1.26、1.32、1.20、全体で 2.00 倍）が
ある。これらについては、教育実習に行ったことによって増加率が高く
なったというよりは、自己評価を進めるごとに少しずつ増加しているこ
とから、「英語科教育法 II」における理論や実践を通じて、少しずつ自
信を深めていった項目なのではないかと考えられる。
6.3　履修生個人の変化
　本節では、J-POSTL の自己評価における履修生個人の変化について、
特徴的な部分について述べる。図 2 および図 3 は、13 名の履修生中、
履修生 C および履修生 E の第 1 回から第 4 回までの自己評価平均点を
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グラフに表したものである。図 2 のように、自己評価を重ねる毎に少し
ずつ平均点の伸びていく右肩上がりの変化を示した履修生は 13 名中 10
名と大多数を占めた。一方、図 3 は、「英語科教育法 II」履修中は順調
に伸びをみせたものの、最後の教育実習を終えた時点でそれまでよりも
平均点が下がったタイプで、13 名中 3 名がこの変化を示していた。第 3
回目から 4 回目、つまり授業を終えた段階から教育実習終了後の間に、
大変大きな伸びを示した図 2 タイプの履修生は、教育実習が良い方向に
働き、自己評価記述文の理解度や内容に対する自信がついたものと思わ
れる。これらの学生は公立中学校あるいは私立高校で実習を行ってお
り、十分な指導を受けていて、筆者が見学した研究授業も概ね良い内容
であった。一方、この間に平均点が下がってしまった図 3 タイプの 3 名
の学生は、何れも教育困難校ともいえる県立高校で教育実習を行ってい
た。本人たちによれば、「十分な指導を受けられなかった」とのことで、
理論と実践がかみ合わなかった可能性がある。
図2　履修生 C の自己評価平均点の推移　　図3　履修生 E の自己評価平均点の推移
　図 4 および図 5 は、履修生 D および履修生 B の自己評価平均点の伸
び率を、第 1 回目から第 2 回目間、第 2 回目から第 3 回目間、第 3 回目
から第 4 回目間で分け、グラフに表したものである。図 4 は、教育実習
で最も大きな伸びを示した履修生の自己評価増加率であるが、これほど
ではなくとも教育実習でそれまでよりも高い伸びを示したのは 13 名中
5 名であった。一方、図 5 のように、伸び率が少しずつ下がってしまう
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履修生は 13 名中 8 名おり、そのうちの 3 名の減少率は微少であったが、
このように目に見えて減少してしまった履修生が 5 名いた。うち 3 名は
上述の図 3 で右肩下がりの変化を示した履修生で、ここからも十分な成
果を上げられなかった様子がうかがえる。
図 4　履修生 D の自己評価増加率　　 　 図 5　履修生 B の自己評価増加率
6.4　「自分自身について」におけるコメントから
　本節では、J-POSTL 3 セクションのうち、最初のセクションである「自
分自身について」の部分に書かれた履修生のコメントについて述べる。
このセクションは、「1 過去の英語学習経験（a 良かった内容、および b 
良くなかった内容）、「2 教職課程に対する期待（何ができるようになり
たいか）」、「3 教育実習に臨む前の期待と不安（a 教育実習の指導で楽し
みにしていることは何か、および b 教育実習の指導で不安に思っている
ことは何か）の 3 パートに分かれている。
　まず、「1 過去の英語学習経験」についてであるが、以下に、「a 良かっ
た内容」として挙げられている一部を紹介する。「ネイティブの先生と
の授業で、英語でのコミュニケーションを中心とした授業が、英語にふ
れる機会が多くて、良いと感じた」、「授業の中で、グループワークやペ
アワークなどを沢山行い、英語を発する時間を多くとっていた」「英語
の文法だけを勉強するのではなく、外国の歴史や偉人たちを学ぶ機会が
授業であったので、興味が湧くきっかけになった」など、コミュニケー
ション活動や異文化理解に関する活動を良かったと感じている学生がほ
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とんどであった。一方、「b 良くなかった内容」としては、「文法ドリル
の答え合わせだけを授業でやっていた」、「問題を解いたり読んだりする
ことに時間を多く費やしていた授業は眠くもなるし、集中力も長くはも
たなかった」、「高校において、講義形式で先生だけが話して、英文を訳
して、生徒は英語を使わなかったところ」などが挙げられていた。中学
校はともかく、高等学校においては、訳読や文法中心で英語を学んでき
ている学生が多く、コミュニカティブな授業を受けた経験が少なく、そ
のことに不満を抱いていることがわかる。
　次に、「2 教職課程に対する期待（何ができるようになりたいか）」に
ついては、以下のようなコメントがあった。「生徒にわかりやすくて、
さらに、やっていて楽しいような授業ができるようになりたい。また、
生徒のためを思った授業を行えるようになりたい」、「教育実習で、生徒
達に英語をわかりやすく、楽しい授業をしていきたい。実際に教師に
なったとき、生徒達への接し方、先生達との良い人間関係が築けるよう
になりたい。英語を使って授業を進められるようになりたい」、「教師と
いう教える立場の人間になることの重大さをよく理解できるようになり
たい。なにが生徒の興味をひき、どう英語学習につなげられるかを学び
たい」と、自分のことよりは、教える相手となる生徒のことを考えなが
ら、大きな期待を抱いていることがうかがえる。
　次に、「3 教育実習に臨む前の期待と不安」の中で、「a 教育実習の指
導で楽しみにしていること」としては、「自分が生徒と関わりを持つこ
とで、一人でも英語に興味を持ってくれる人がいたら良い」、「今まで自
分が勉強してきたことの成果を出したい。英語を楽しく生徒に教えた
い」、「生徒として通っていた場所に実習生として行き、多くの生徒と関
わり、コミュニケーションをとること」など、英語が好きな自分が、教
える相手の生徒に英語を好きになってもらいたいと考えている様子がみ
てとれる。一方、「b 教育実習の指導で不安に思っていること」としては、
「生徒にとってわかりやすいような授業をすることができるか。正しい
英語を使って、授業を行うことができるか。実習先の先生とうまくコミュ
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ニケーションがとれるか。生徒たちとうまくコミュニケーションがとれ
るか」、「今の自分で本当に教育実習ができるのか。英語で上手に授業が
できるのか」など、期待とは裏腹に、自身の英語力の問題、授業運営力
の問題、人間関係の不安など、どの履修生も同様の不安を抱えているこ
とが文章から伝わってくる。学生と筆者との会話の中で、実際の教育実
習が始まる日が近づくほど、これらの不安が増大している様子がみてと
れた。しかしながら、教育実習を終えて戻ってきた学生は、行く前の不
安はどこへやら、一様に「楽しかった」と満足そうな表情をみせていた
のと同時に、一回り成長した様子がみられた。
6.5　「教育実習を終えて」「J-POSTL について」のコメントから
　前述したように、残念ながら、J-POSTL には「教育実習を終えて」の
コメントを書き込む欄はない。これは、原案となっている EPOSTL に
その欄がないこと、日本における教育実習では「教育実習日誌」に様々
な考えや反省を書き込むことができること、J-POSTL を使用する時期
と教育実習の時期が重ならず履修生のコメントを書く時間が取れないこ
と、などの理由があるからではないかと思われる。しかしながら、実習
終了後に省察を行い、コメントを書くことは必要であるし、教員にとっ
ても重要な情報を得る良い機会であると私は考える。鶴見大学は小規模
な大学であり、学生との関係も密であることから、元履修生には、教育
実習終了後に「教育実習を終えて」「J-POSTL について」というテーマ
で実習後のコメントを書いてもらうことができた。表 3 には「教育実習
を終えて」からのコメント、表 4 には「J-POSTL について」のコメント
の一部を掲載する。コメントは、内容により、項目別に分けて記述した。
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表 3「教育実習を終えて」に対する履修生によるコメント 
授業準備 ・教材を作る時間をとることが難しいので、実習前に担当箇所が分かった時点で、ある程度の指導案
や教材を作っておくべきだと痛感した。 
・英語科教育法の授業との関係：英語科教育法の授業では、実践的な能力を身に付けることができて
いたため、準備はスムーズに行うことができた。英語科教育法で厳しく指導して頂いたおかげで予想
外のアクシデントがあった場合も対応することができたのではないだろうか。 
・私が教育実習で心がけていたことは、大学での英語科教育法Ⅱで学んだ、生徒に興味・関心を持っ
てもらう授業作りを行うことである。授業進行は、私自身の努力次第であるが、興味・関心を持って
もらう授業作りができたのは、英語科教育法Ⅱで学んできたからである。 
教育実習
校におけ
る授業 
・模擬授業に比較すると、プレッシャーや気持ちの落ち着きが別物。 
・実習における学び：学び取るのは自分からだと思った。 
・はじめは指導案通りにやらなくてはいけないと思いすぎてしまい、円滑に授業を進めることができ
なかった。しかし、回を重ねるごとに指導案以外のことも考える余裕もできてきた。 
・英語科の先生から「生徒を見れていない」と指摘を受け、机間巡視、指示を出した後に、生徒に日
本語で確認する、と指導していただいた。授業終わりに生徒からの評価コメントがあり、最初は「わ
からなかった」「理解しようと頑張った」など、申し訳ない気持ちになったが、授業を進めていくうち
に、「今日はわかった」「楽しかった」とコメントをもらい、嬉しい思いと同時に成長も感じた。 
生徒との
関係 
・生徒とのコミュニケーションの多さや気持ちによって、教師側と生徒側の信頼関係が築き上がり、
良い生徒が増え、良いクラスになり、良い学校になっていく。 
・授業のみに留まらず、授業外でも部活動などで生徒たちと関わりを持つ。 
・お昼休みは教材を作成するのではなく、生徒とのコミュニケーションにあてるべきだ。どんなにう
まい指導案が書けても、普段から生徒とかかわりを持っておかないと、リズムよく効率的に授業を行
うことは不可能だ。 
要   望 ・欲を言えば、一年次からこのような厳しい授業があれば、（中略）やる気の度合いも変わってくるか
もしれない。 
・実習校が実施する実習前オリエンテーションで、（中略）具体的にどの範囲を担当するのか、入念な
打ち合わせを行ったほうが良い。 
下級生へ
の提言 
・教育実習はたった3週間だが、生徒にとって私たちは一生「先生」である。（中略）適当な気持ちで
実習を行ってはいけないし、一生私たちは受け持った生徒に恥じるような行動をしてはいけないので
ある。これから教育実習を行う学生には、事前にこのことを意識して臨んでいただきたい。 
 
　「授業準備」に関しては、学校現場が忙しい場所であることを伝えて
あったものの、準備時間を取ることが予想以上に大変であったことがう
かがえる。そのような中でも、実習生たちは、学んだことを生かしながら、
様々な工夫をして、より良い授業をしようと奮闘していた様子がみてと
れる。「授業」そのものに関しては、模擬授業とは比べものにならない
ほどのプレッシャーの中、最初は理論先行で周りが見えていなかったも
のの、慣れるに従い、様々なことに気を配れるようになり、自分から学
び、成長していった様子が述べられている。「生徒との関係」において
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は、英語の授業に対するテクニックだけでなく、生徒との関係が何より
も大切なこと、その良い関係を築くために、相応の努力が必要なことに
気付いた様子が述べられている。これは、机上の学習では得られない経
験で、実習先に行ったからこそ学ぶことができた内容であろう。「要望」
の中には、実習前の大学での厳しい指導や、実習校との関係などに言及
するものもあった。「下級生への提言」からは、履修生が教育実習を境
に大きく成長したこと、それを下級生に伝えたいという気持ちが伝わっ
てくる。これらのコメントから、履修生が教育実習を通じて、英語教育
に関してのみでなく、人間的にも大きく成長した様子がみえてくる。教
育実習先の先生方、生徒の皆さんに感謝を申し上げたい。
表 4「J-POSTL について」に対する履修生コメント
1 （著者注）PDCA は Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Act（改善）サイクルのこと。
 
ポートフ
ォリオに
ついて 
・過去の自分がポートフォリオの中に残っており、他人とではなく自分自身と競うことがで
きるというところだ。 
・読み返すことにより、過去の自分の追体験ができる。 
・初心をいつでも思い出すことができ、なおかつ成長した自分を可視化できることがポート
フォリオ最大の魅力ではないだろうか。 
・自分にできないことができるようになった。実際に振り返る機会を作ることで、自分の変
化を感じることができた。 
・自分の弱点や改善点など、明確に見ることができ、自分の中で意識しながら取り組むこと
ができた。 
・教師になってからもポートフォリオをうまく活用し、自分の能力向上につなげていきたい。 
提  言 ・「振り返りのための授業力自己評価項目リスト」をグラフ化しても面白かったかもしれない。 
・他人と共有してもおもしろいと私は考えている。在学中、親しい友人とポートフォリオを
交換し、読んだことがあるが、自分では思いつかなかったようなことが書かれており、特に、
「教育実習に臨む前の期待と不安」「教師の資質能力」を共有することにより、支え合うこと
ができた。書く項目が多く、埋めるのは大変だが、後々使ってよかったと思うことしかない。 
・PDCA1を回すことを考えられるような欄を新しく作ってみても良いのではないかと感じま
した。 
・教育実習を行うにあたり、私の学科では三年生の時からポートフォリオを行っていた。最
初の頃は、いちいち記録を取るのが嫌で仕方なかった。しかし何回か書いてみるたびに、初
心を思い出させてくれたり、自分を見つめなおしたり出来たので今となっては大切なもので
あると思っている。全大学で一年生の時から行うと良い。 
 
                                                  
1（著者注）PDCAはPlan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Act（改善）サイクルのこと。 
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　今回、この報告書を書くに当たって、「J-POSTL をどう思いますか」
という質問をした際に書かれたコメントの一部が表 4 である。履修生に
は、授業中には J-POSTL が省察ツールであることを伝えてはあったも
のの、実際にどのように捉えているのは不明であった。しかし、ほとん
どの履修生が「振り返り＝省察」の重要性に言及する形となった。「成
長した自分を可視化できることがポートフォリオ最大の魅力」と述べて
いるように、大学 3 年生から社会人になる数年間は精神的に大きく成長
する時期であることから、このような省察ツールの役割は大きいのかも
しれない。しかしながら、省察を行っている際は面倒臭い、嫌だった、
不要などのネガティブな意見も多くみられた。これは、セクション 1「自
分自身について」とセクション 3「学習・実践記録（ドシエ）」の部分
に書く内容が多いこと、中心となるセクション 2 の自己評価文も旧版で
は 100 項目と大変多いことが原因であると思われる。これは、小学校教
員志望者を対象に J-POSTL を使用した米田（2015）も述べている通り
である。教員側としては、J-POSTL の全てを使用するのではなく、今後、
履修生に合った必要項目を絞る作業が必要となってくるであろう。
　「提言」の部分では、自己評価のグラフ化についての提案があった。
今回、筆者が実施したようなグラフ化、可視化は教員が行って配布する
よりも、学生自身がグラフ化するなどの手順を踏んで実施した方が自分
自身の成長を感じる一助ともなるであろう。また、他人との共有という
提案も面白い。「誰かと交換して読む」というよりは、教育実習前に全
員が期待や不安を共有する形でディスカッションをする方がよいかもし
れない。「大学一年生から行うとよい」という提案があったが、それは
無理だとしても、現在の「英語科教育法 II」だけではなく、2 年次の「英
語科教育法 I」から使用を開始するということは可能であろう。教員の
相互理解の下、目標を設定し共有することも、今後の課題として考えて
いきたい。
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7．まとめ
　今回、「言語教師のポートフォリオ【英語教職課程編】：J-POSTL」
（JACET 教育問題研究会（編），2014）の旧版を使用して「英語科教育
法 II」履修生の省察を 1 年半ずつ 2 学年に亘って経年変化を追った。そ
の結果、13 名の履修生が英語教育に対する知識や理解を深めていく様
子がみてとれた。多くの履修生は、教育実習後にも自己評価点が伸びて
いたが、逆に自信を失ってしまった実習生が 3 名いたことは残念であっ
た。また、自己評価平均点の増加率をみたところ、教育実習でそれまで
よりも高い伸びを示したのは 13 名中 5 名で、伸び率が少しずつ下がっ
てしまう履修生の 8名より少なかった。特に、目に見えて減少してしまっ
た履修生が 5 名いたことは、今後の反省材料としたい。セクション 1 の
「自分自身について」のコメントでは、期待や不安を持ちながらも、実
習校の生徒に英語を好きになって欲しいと思う純粋な気持ちが伝わって
きた。一方、「教育実習を終えて」からのコメントでは、授業の準備や
実施に難しさを感じながらも、指導教員や生徒の手助けにより、授業改
善をしながら成長していく様子がみてとれた。また、教育というのは、
その教科を教えるだけではないということに気付いたことは、教育実習
に行かなければわからないことであり、大きな収穫であったと思われる。
「言語教師」としてのポートフォリオとは直接関係のないコメントも多
いが、どんなに準備をしても、良い指導案を書いても、生徒との良好な
関係が築けなければ授業は成立しないということに気付いたことは大き
な収穫である。
　そのような、教科だけでなく教育という視点からみてみると、
J-POSTL はテクニックや理論としては良いものであるものの、「教育」
の視点はやや欠如していると言わざるを得ない。つまり、J-POSTL で
満点を取れたから、教員としての資質・能力が高い、あるいは適性があ
ると言えるのであろうか、という疑問点が残るということである。木塚
（2014）は、このような省察ツールは、人間を相手にする教師としての
資質や能力を記述文という形で特定し、型にはめることになるのではな
－ 24 －
いか、と批判している。さらに、これは EPOSTL にも言えることであ
ろうが、Can Do 記述文は単なるチェック・リストであり、学生個人が
自己評価するのであれば、信頼性に欠ける、という点は否めない。本調
査で 1 回目の自己評価は全て 1 点、2 回目は全て 2 点に付けた、という
履修生が 1 名いた。そのため、評価の際に 1 つずつ教員が説明すること
としたが、どうしても余計な説明が増え、かなりの時間がかかってしま
う。もちろん、ほとんどの学生が真剣に自己評価記述文を読み、回答し
ているのであるが、そうでない学生もいることは信頼性を損なう原因と
なってしまうことを肝に銘じる必要がある。6.5 にも述べたように、授
業や教育実習に必要な項目を絞り込み、鶴見大学の教職課程履修生が自
身の成長を感じ、有意義な振り返りができるようなものに改善していき
たいと考える。
参考文献
Bargarić, V. (2011). The role of the EPOSTL in the evaluation and development of 
teacher education programmes in Croatia. In Newby, D., Fenner, A-B., & Jones, B. 
(eds.), Using the European portfolio for student teachers of languages (pp. 71-82). 
Strasbourg/Graz: Council of Europe Publishing.
Council of Europe (2001). Common European framework of reference for languages: 
Learning, teaching, assessment. Cambridge: Cambridge University Press.
Ingvarsdóttir, H. (2011). The EPOSTL in Iceland: Getting the mentors on board. In 
Newby, D., Fenner, A-B., & Jones, B. (eds.), Using the European portfolio for 
student teachers of languages (pp. 63-70). Strasbourg/Graz: Council of Europe 
Publishing.
Kelly, M., & Grenfell, M. (2004). The European profile for language teacher education: 
A frame of reference. Retrieved June 5, 2016, from http://www.lang.soton.ac.uk/
profile/index.html
Little, D., & Simpson, B. (2003). European language portfolio: The intercultural 
component and learning how to learn. Graz/Strasbourg: Council of Europe 
Publishing.
Little, D., Hodel, H. P., Kohonen, V., Meijer, D., & Pervlová, R. (2007). Preparing 
teachers to use the European language portfolio. Strasbourg/Graz: Council of 
Europe Publishing.
Newby, D. (2007). The European portfolio for student teachers of languages. Babylonia, 3, 
－ 25 －
『言語教師のポートフォリオ（J-POSTL）』による自己省察
pp. 23-26.
Newby, D., Allan, R., Fenner, A-B., Jones, B., Komorowska, H., & Soghikyan, K. 
(2007). The European portfolio for student teachers of languages: A reflection tool 
for language teacher education. Graz/Strasbourg: Council of Europe Publishing. 
Retrieved June 4, 2016 from http://archive.ecml.at/mtp2/fte/pdf/C3_Epostl_E.pdf
木塚雅貴 (2014).「グローバル・スタンダード（Global Standards）に基づく専門
職養成基準（professional standards）と質保証」．英語教育 ,  第 62 巻第 11 号, 
pp. 60-62．大修館書店．
JACET 教育問題研究会（編）(2012).『新しい時代の英語科教育の基礎と実践』
三修社 .
JACET 教育問題研究会（編），神保尚武（監修），久村研・酒井志延・高木亜希子（編
集）(2014).『言語教師のポートフォリオ』【英語教職課程編】JACET 教育問
題研究会 SIG．
高木亜希子 (2015). 「英語科教職課程履修生による省察　―言語教師のポートフォ
リオ（J-POSTL）を用いて―」言語教師教育, Vol.2, No.1, pp. 59-77.
高木亜希子・中山夏恵 (2012). 「J-POSTL 第 1 期経年調査」『英語教師の成長に関
わる枠組みの総合的研究』平成 23 年度科学研究費補助金基盤研究（B）（代表：
早稲田大学	神保尚武）研究成果報告書 (pp. 8-46). JACET 教育問題研究会．
中山夏恵・山口高嶺・高木亜希子 (2013).「J-POSTL 第 2 期経年調査」『英語教師
の成長に関わる枠組みの総合的研究』平成 24 年度科学研究費補助金基盤研
究（B）（代表：早稲田大学	神保尚武）研究成果報告書 (pp. 73-93). JACET
教育問題研究会．
米田佐紀子 (2015).「小学校教師志望学生にもたらす小学校英語教育実習の効果
に関する調査研究　―『言語教師のポートフォリオ』使用の試みから―」
言語教師教育, Vol. 2, No. 1, pp. 78-101.
米山朝二 (2011).『新編英語教育指導法事典』研究社．
－ 26 －
付録
J-POSTL セクション 2「振り返りのための授業力自己評価項目リスト」中、分析
に使用した 63 項目の記述文（2013 年旧版）
分野 No. 自 己 評 価 記 述 文
IA 1 学習指導要領に記述された内容を理解できる。 
IB 2 外国語を学習することの意味を理解できる。 
3 学習指導要領と生徒のニーズに基づいて到達目標を考慮できる。 
4 生徒が外国語を学習する動機を考慮できる。 
5 生徒の知的関心を考慮できる。 
6 生徒の達成感を考慮できる。 
IC 7 生徒と保護者に対して英語学習の意味や利点を説明できる。 
8 生徒の日本語の知識に配慮し、英語を指導する際にそれを活用できる。 
9 理論を理解して、自分の授業を批判的に評価できる。 
10 生徒からのフィードバックや学習の成果に基づいて、自分の授業を批判的に評価し、状況に合わせ
て変えることができる。 
11 他の実習生や指導教諭等からのフィードバックを受け入れ、自分の授業に取り入れることができ
る。 
12 他の実習生の授業を観察し、建設的にフィードバックできる。 
13 計画・実行・反省の手順で、生徒や授業に関する課題に気づくことができる。 
14 授業や学習に関連した情報を収集できる。 
ID 15 実習校における設備や教育機器を、授業などで状況に応じて利用できる。 
IIA 16 話しやすい雰囲気の中で具体的な言語使用場面を設定することにより、活動に積極的に参加させる
指導ができる。 
17 自分の意見、身の回りのことおよび自国の文化等について適切に伝える力を育成するための活動を
指導できる。 
IIB 25 生徒がライティングの課題のために情報を収集し共有することを手助けできる。 
IIC 29 生徒のニーズ、興味、到達度に適した教材を選択できる。 
30 生徒がリスニング教材に関心が向くよう、聞く前の活動を計画できる。 
31 生徒がリスニング教材について持っている関連知識を利用し、効果的にリスニングができるよう促
すことができる。 
IID 34 生徒のニーズや興味、到達度に適した教材を選択できる。 
35 生徒が教材に関心が向くよう、読む前の活動を計画できる。 
36 生徒が文章を読む際に、持っている関連知識を使うよう促すことができる。 
37 様々な文章の読み方（例：音読、黙読、グループリーディングなど）を適切に行わせることができ
る。 
IIE 41 生徒に適切な文法書や辞書を提示し、具体的にそれらを引用して説明を行え、またそれらを生徒が
使えるように指導できる。 
42 文法は、コミュニケーションを支えるものであるとの認識を持ち、使用場面を提示して、言語活動
と関連づけて指導できる。 
IIF 43 文脈の中で単語を学習させ、定着させるための言語活動を行うことができる。 
IIG 46 英語学習をとおして、自分たちの文化と異文化に関する興味・関心を呼び起こすような活動を指導
できる。 
III 47 生徒の年齢、興味、英語力に適した教科書や教材を選択できる。 
48 生徒の英語力に適した文章や言語活動を教科書から選択できる。 
49 教科書以外の素材（文学作品、新聞、ウェブサイトなど）から、生徒のニーズに応じた聴解と読解
の教材を選択できる。 
50 教科書付属の教師用指導書や補助教材にあるアイディア、指導案、教材を利用できる。 
51 生徒に適切な教材や活動を自ら考案できる。 
53 情報検索のためにネットを使えるように生徒を指導できる。 
IVA 54 生徒のニーズを考慮し、学習指導要領の内容に沿った学習目標を立てることができる。 
55 年間の指導計画に即して、授業ごとの目標を設定できる。 
56 生徒の意欲を高める学習目標を設定できる。 
57 生徒の能力やニーズに配慮した目標を設定できる。 
59 生徒に自分の学習を振り返り、やる気を起こさせるような目標を設定できる。 
－ 27 －
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IVB 61 「聞くこと」「話すこと」「読むこと」「書くこと」の４技能が総合的に取り込まれた指導計画を立
案できる。 
62 言語や文化に関心を持たせる指導計画を立案できる。 
63 文法学習や語彙学習をコミュニケーション活動に統合させた指導計画を立案できる。 
64 目標とする学習活動に必要な時間を把握して、指導計画を立案できる。 
65 生徒がこれまでに学習した知識を活用した活動を設定できる。 
66 生徒のやる気や興味を引き出すような学習活動を設定できる。 
67 生徒の学習方法に応じた学習活動を設定できる。 
68 生徒の反応や意見を、授業計画に反映できる。 
IVC 69 学習目標に沿った授業形式（対面式、個別、ペア、グループなど）を選び、指導計画を立案できる。
70 生徒の発表や生徒同士のやりとりを促す活動計画を立案できる。 
71 英語を使うタイミングや方法を考慮して、授業計画を立案できる。 
VA 73 生徒の関心を引きつける方法で授業を開始できる。 
74 指導案に基づいて柔軟に授業を行い、授業の進行とともに生徒の興味に対応できる。 
76 生徒の集中力を考慮し、授業活動の種類と時間を適切に配分できる。 
VB 77 授業内容を、生徒の持っている知識や身近な出来事や文化などに間レ宇づけて教えられる。 
VC 78 授業中、生徒の注意をそらすことなく授業に集中させることができる。 
79 生徒中心の活動や生徒間のインタラクションを支援できる。 
VD 82 個人学習、ペアワーク、グループワーク、クラス全体などの活動形態を提供できる。 
83 フラッシュカード・図表・絵などの作成や視聴覚教材を活用できる。 
VE 84 英語を使って授業を展開するが、必要に応じて日本語を効果的に使用できる。 
85 生徒が授業活動において英語を使うように促すことができる。 
VIID 99 日本の文化と英語圏の文化を比べ、その相違への生徒の気づきを評価できる。 
VIIE 100 生徒の誤りを分析し、建設的にフィードバックできる。 
 
